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三
四

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る

法
律
施
行
令
第
二
条
第
一
項

第
三
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

独
立
行
政
法
人
等
の
施
設
で

あ
っ
て
、
公
文
書
等
の
管
理

に
関
す
る
法
律
第
十
五
条
か

ら
第
二
十
七
条
ま
で
の
規
定

に
よ
る
特
定
歴
史
公
文
書
等

の
適
切
な
管
理
を
行
う
た
め

に
必
要
な
設
備
及
び
体
制
が

整
備
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
よ

り
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す

る
法
律
第
二
条
第
三
項
第
一

号
に
掲
げ
る
施
設
に
類
す
る

機
能
を
有
す
る
も
の
を
指
定

す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件

二
一

五

三
五

原
子
力
発
電
施
設
等
緊
急
時

安
全
対
策
交
付
金
交
付
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

二
九
66

四
三

三
六

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
施

行
令
第
五
十
一
条
第
七
項
第

一
号
の
内
閣
総
理
大
臣
が
定

め
る
基
準
を
定
め
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件

二
九
66

四
三

三
七

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る

法
律
施
行
令
第
二
条
第
一
項

第
三
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

独
立
行
政
法
人
等
の
施
設
で

あ
っ
て
、
公
文
書
等
の
管
理

に
関
す
る
法
律
第
十
五
条
か

ら
第
二
十
七
条
ま
で
の
規
定

に
よ
る
特
定
歴
史
公
文
書
等

の
適
切
な
管
理
を
行
う
た
め

に
必
要
な
設
備
及
び
体
制
が

整
備
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
よ

り
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す

る
法
律
第
二
条
第
三
項
第
一

号
に
掲
げ
る
施
設
に
類
す
る

機
能
を
有
す
る
も
の
を
指
定

す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件

二
九
66

四
四

三
八

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る

法
律
施
行
令
第
五
条
第
一
項

第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

博
物
館
、
美
術
館
、
図
書
館

そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
施

設
で
あ
っ
て
、
保
有
す
る
歴

史
的
若
し
く
は
文
化
的
な
資

料
又
は
学
術
研
究
用
の
資
料

に
つ
い
て
同
令
第
六
条
の
規

定
に
よ
る
適
切
な
管
理
を
行

う
も
の
を
指
定
す
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件

二
九
66

四
四

三
九

沖
縄
科
学
技
術
大
学
院
大
学

学
園
会
計
基
準
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
九
66

四
四

〇
内

閣

府
、
総

務

省
、

財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

経
済
産
業
省

一

株
式
会
社
企
業
再
生
支
援
機

構
支
援
基
準
の
一
部
を
改
正

す
る
件

一
五
52

一
三

〇
内
閣
府
、
総

務

省
、

財
務
省
、
経
済
産
業
省

一

金
融
機
関
等
が
対
象
事
業
者

に
行
お
う
と
す
る
資
金
の
貸

付
け
が
当
該
対
象
事
業
者
の

事
業
の
継
続
に
欠
く
こ
と
が

で
き
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と

を
確
認
す
る
た
め
の
基
準
を

定
め
る
件
及
び
機
構
が
そ
の

特
定
関
係
者
と
の
間
で
機
構

の
取
引
の
通
常
の
条
件
に
照

ら
し
て
機
構
に
不
利
益
を
与

え
る
取
引
又
は
行
為
を
行
う

こ
と
に
つ
い
て
、
主
務
大
臣

が
必
要
な
も
の
と
し
て
あ
ら

か
じ
め
定
め
る
場
合
を
定
め

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
五
52

一
五

二

事
業
再
生
計
画
に
記
載
さ
れ

た
社
債
権
者
集
会
の
決
議
に

基
づ
き
行
う
償
還
す
べ
き
社

債
の
金
額
に
つ
い
て
の
減
額

が
当
該
再
生
支
援
対
象
事
業

者
の
事
業
の
再
生
に
欠
く
こ

と
が
で
き
な
い
も
の
で
あ
る

こ
と
を
確
認
す
る
た
め
の
基

準

一
五
52

一
五

〇
内
閣
府
、
財
務
省

一

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法

第
十
九
条
第
一
項
第
五
号
の

規
定
に
基
づ
き
主
務
大
臣
が

定
め
る
も
の
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

一

三

二

〃

二
九
66

四
四

〇
内
閣
府
、
経
済
産
業
省

二

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

三
十
九
条
の
二
十
八
の
二
第

三
項
及
び
第
六
項
の
規
定
に

基
づ
き
内
閣
総
理
大
臣
及
び

経
済
産
業
大
臣
が
定
め
る
特

定
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合

契
約
の
指
定
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
件

三
〇
特6

K
Q
K

〇
国
家
公
安
委
員
会

六

警
察
等
が
取
り
扱
う
死
体
の

死
因
又
は
身
元
の
調
査
等
に

関
す
る
法
律
第
六
条
第
三
項

の
規
定
に
よ
る
解
剖
の
実
施

の
委
託
に
係
る
国
家
公
安
委

員
会
が
定
め
る
基
準
を
定
め

る
件

八
46

九

七

道
路
交
通
法
第
百
十
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
き
自
動
車

専
用
道
路
を
指
定
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

八
46

九

八

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行

為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
よ
り
適
格
都
道
府

県
セ
ン
タ
ー
の
認
定
を
行
っ

た
件

一
五
53

二

九

道
路
交
通
法
第
百
十
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
き
自
動
車

専
用
道
路
を
指
定
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
二
57

四

一
〇

古
物
営
業
法
施
行
規
則
第
十

二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
標
識
の
様
式
を
承
認
す
る

件

二
八
65

一
六

〇
国
家
公
安
委
員
会
、

国
土
交
通
省

一

特
定
交
通
安
全
施
設
等
整
備

事
業
を
実
施
す
べ
き
道
路
を

指
定
し
た
件

二
八
65

一
七

〇
金

融

庁

六

銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規

定
に
基
づ
き
、
銀
行
が
そ
の

保
有
す
る
資
産
等
に
照
ら
し

自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
が

適
当
で
あ
る
か
ど
う
か
を
判

断
す
る
た
め
の
基
準
等
の
一

部
を
改
正
す
る
件

八
47

一
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